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１．経営成績・財政状態に関する分析
（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度（2016年３月期）における当社グループを取り巻く経済情勢は、中国経済が減

速、資源価格の下落が新興国等の景気を下押しする中、世界経済は弱さがみられるもののアメリ

カ及び欧州経済の回復に支えられ全体としては緩やかに回復しました。日本では、前半は円安・

原油安による企業業績の改善と雇用環境改善による個人消費回復の動きもみられましたが、海外

景気が力強さを欠く中、国内投資・輸出は伸び悩み、後半は円高・株安により個人消費の停滞感

がみられるなど、景気は緩やかな回復にとどまり足踏み状態となりました。 

四輪車市場は前年度に比べ、米国で販売台数が増加、中国でも昨年10月より開始された減税措

置が奏功し増加となりました。アジアでは、タイ、インドネシアで減少となりましたが、インド

では消費者マインドの回復に加え、金利と燃料費の下落が追い風となり増加しました。ブラジル

では経済の低迷により減少しました。また、日本国内では昨年４月からの軽自動車増税やエコカ

ー減税の適用条件厳格化などの影響で低迷し減少、４年ぶりに５百万台を割り込みました。二輪

車市場は前年度に比べ、インドで販売台数が増加しましたが、タイ、インドネシア、ブラジルで

減少しました。 

このような経営環境のもと、当社グループは成長市場に軸足をおいた現地生産の拡大を進める

とともに、環境と安心をテーマとした小型化・軽量化商品、先進・高付加価値商品の開発、提供

により、足元の競争力強化と将来の成長基盤構築に努めてきました。 

四輪車のブレーキ事業においては、複雑・高度化する先進安全領域製品の開発競争を勝ち抜き

顧客ニーズに対応するために、当社の四輪車用ブレーキ・コントロール及びブレーキ・アプライ

事業を分社しAutoliv社（本社スウェーデン）との合弁会社化（当社49％出資）を３月31日に完

了しました。 

当社グループは当期から連結財務諸表について、従来の日本基準に替えて国際会計基準（以

下、「IFRS」という。）を任意適用し、第１四半期からIFRS に基づき開示を行っていますが、

IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」では、すでに処分されたかまたは

売却目的保有に分類されている企業の構成要素で独立の主要な事業分野について非継続事業とし

て分類することとしているため、この規定に基づき当社グループでは四輪車用ブレーキ・コント

ロール及びブレーキ・アプライ事業を非継続事業に分類しています。 

当初、同事業の分社化による約400億円の譲渡利益を継続事業の営業利益に計上することにし

ていましたが、IFRSの規定を慎重に検討した結果、非継続事業からの当期利益に含めることにし

ました。また、分社化に伴う一過性の関連費用などを営業損益に含めています。 

合弁会社は、従来の主要顧客の新製品開発ニーズに迅速且つ的確に応えることにより更なる受

注増加を目指すとともに、グローバルメーカーへの積極的拡販を進め、一層の業容拡大を図る方

針です。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は167,709百万円（前期比3.0％増）、営業利益は7,490

百万円（同38.0％減）、税引前利益は7,406百万円（同46.6％減）、当期利益は37,978百万円

（同148.6％増）、親会社の所有者に帰属する当期利益は33,654百万円（同208.3％増）となりま

した。 

なお、セグメントごとの業績は以下のとおりです。 

- 2 -

日信工業㈱ (7230) 平成28年3月期 決算短信



 

日本 【売上】 

 
 四輪車用製品及び二輪車用製品の販売の減少などにより、24,684百万円とほぼ前期並

みとなりました。 

  【営業利益】 

 
 事業分離による一時的な費用及び減収影響などにより、759百万円の損失と前期に比べ

2,485百万円の減益となりました。 

北米 【売上】 

 
 四輪車市場の好調及び為替換算による影響などにより、43,841百万円と前期に比べ

20.6％の増収となりました。 

  【営業利益】 

 
 増収効果及び為替影響はあったものの減損損失などにより、1,933百万円の損失と前期

に比べ1,305百万円の損失となりました。 
 

アジア 【売上】 

   タイの販売減少及びインドネシアの景気低迷による影響はあったものの、中国の新型

車効果及び為替換算による影響などにより、86,452百万円とほぼ前期並みとなりまし

た。 

  【営業利益】 

 
 原価低減はあったものの、インドネシア及びタイでの減収影響及び為替影響などによ

り10,214百万円と前期に比べ5.9％の減益となりました。 

南米・欧州 【売上】 

 

 ブラジル四輪車新型車効果及び欧州向け二輪車用製品の増加はあったものの、ブラジ

ル四輪・二輪車市場の悪化及び為替換算による影響などにより、12,732百万円と前期に

比べ16.2％の減収となりました。 

  【営業利益】 

 
 二輪車用製品の構成変化及び原価低減はあったものの、二輪車市場の低迷及び為替影

響などにより、376百万円の損失と前期に比べ457百万円の減益となりました。 

 

② 次期の見通し 

今後の経済情勢を展望しますと、国内においては、年初以降の円高・株安や自然災害による企

業の景況感や消費者マインドの下振れにより、景気の回復は緩やかなものにとどまると予想され

ます。世界経済は米国の利上げや原油価格低迷の影響など不透明な要素がある一方で、中国では

景気刺激策の効果から景気持ち直しの動きもみられ、全体としては緩やかな回復が続くことが予

想されます。 

当社グループにおきましては、二輪事業では、先進ブレーキ適用義務化に対応した高付加価値

商品（ABS・CBS）を開発・拡販すると共に成長市場でのシェア拡大を進めてまいります。また四

輪事業では、燃費改善ニーズに対応し軽量化に貢献するアルミ高付加価値商品や電動パーキング

ブレーキの投入を行うほか、キャリパー事業のスクラップ＆ビルドにより収益構造を再構築して

まいります。これらの成長戦略によりNISSINブランドに一層磨きをかけ磐石な地位を確保してい

くとともに、更なる業容拡大と財務体質の強化を目指してまいります。 

このような状況のもとで、現時点における2017年３月期の業績見通しにつきましては、売上高

160,000百万円、営業利益9,000百万円、税引前利益11,000百万円、当期利益9,000百万円、親会

社の所有者に帰属する当期利益5,600百万円としています。 

業績見通しの前提となる次期の為替レートについては、109円／USドルを想定しています。 
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（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び資本の状況 

当連結会計年度末の総資産は、233,719百万円となり、前連結会計年度末比32,148百万円の

増加となっています。なお、各項目別の主な要因は次のとおりです。 

（流動資産） 

流動資産は132,260百万円となり、前年度末比17,216百万円増加しています。これは主に現

金及び預金の増加によるものです。 

（非流動資産） 

非流動資産は101,458百万円となり、前年度末比14,932百万円増加しています。これは主に

持分法で会計処理されている投資の増加によるものです。 

（流動負債） 

流動負債は52,919百万円となり、前年度末比10,925百万円増加しています。これは主に未払

法人税等の増加によるものです。 

（非流動負債） 

非流動負債は7,990百万円となり、前年度末比1,820百万円減少しています。これは主に繰延

税金負債の減少によるものです。 

（資本） 

資本は172,810百万円となり、前年度末比23,042百万円増加しています。これは主に利益剰

余金の増加によるものです。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に設備投資に

よる資金の減少の一方、事業分離による収入等による資金の増加により、前連結会計年度末比

15,263百万円増加し、当連結会計年度末には53,049百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、25,842百万円（前期は23,329百万円の収入）となりまし

た。これは主に税引前利益及び減価償却費によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は、2,857百万円（前期は13,079百万円の支出）となりまし

た。これは主に有形固定資産の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は、4,902百万円（前期は4,484百万円の支出）となりました。

これは主に配当金の支払いによるものです。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標 

  2015年３月期 2016年３月期 

 親会社所有者帰属持分比率 61.5％ 64.4％ 

 時価ベースの親会社所有者帰属持分比率（％） 61.5％ 42.2％ 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 0.31年 0.35年 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ 301倍 256倍 

親会社所有者帰属持分比率：親会社の所有者に帰属する持分／資産合計

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率：株式時価総額／資産合計

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

３．有利子負債は連結財政状態計算書に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としています。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 グローバルな視野に立って世界各国で事業を展開し、企業価値の向上に努める中で、株主の皆

様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置付けています。 

 利益の配分は、今後の資金需要などを総合的に考慮し、配当は、長期的な視野に立ち連結業績

の動向を勘案しながら実施する方針としています。 

 内部留保は、将来の成長に不可欠な商品開発及び事業拡大のための資金需要に充ててまいりま

す。 

 2016年３月期の期末配当につきましては、１株当たり20.0円を予定していましたが、今後の合

弁会社を含めた事業展開及び連結業績見通しを総合的に勘案した結果、2016年５月13日の取締役

会で１株当たり22.5円とすることを決議しました。 

 これにより年間配当金は42.5円となる予定です。 

 次期の配当は、中間、期末とも１株当たり22.5円、通期45.0円を予定しています。 

 

２．経営方針
（１）会社の経営の基本方針 

 「常に、世界の変化に先がけて、お客様と社会のニーズに応え、優れた商品と技術とアイディ

アを供給する」を社是として掲げ、これに基づき、環境、安心のニーズに焦点を当てた商品を高

品質、廉価で提供することを基本方針としています。 

 

（２）目標とする経営指標 

 目標とする経営指標はＲＯＡ（総資産純利益率）で、その目標値は８％以上としています。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社が強みとしているアルミ加工技術とブレーキ技術を活かし、社会の不変のニーズである環

境と安心に向けて、全社一丸となって取り組むことを経営戦略の基本としています。 

 そのために、開発力と製造技術の更なる強化に努めるとともに、NISSINグループ全体の品質及

び価格競争力の向上を図り、世界中のお客様に高品質、廉価な商品を提供していきます。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

 中長期的な経営目標を達成すべく、当面の主な課題として次の項目を設定しています。 

１．「環境」「安心」をテーマとした小型化・軽量化商品、先進・高付加価値商品の開発と

提供 

２．市場変化に即応した競争力強化と成長基盤の構築 

３．成長市場でのビジネス拡大 

４．「製品仕様」「物造り」革新と生産・調達のグローバル化によるコスト競争力の強化 

－業務プロセスの革新 

－生産・物流の最適化 

－為替タフネスの強化 

５．環境マネジメントへの積極的な取り組み 

６．将来の成長を担い、グローバル競争を勝ち抜く人材の育成 

 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、資本市場における財務情報の国際的な比較可能性の向上ならびに、グループ会社

の経営管理の品質向上を目指し、2016年３月期第１四半期より、国際会計基準（ＩＦＲＳ）を任意適

用しています。 
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４．連結財務諸表
（１）連結財政状態計算書

（単位：百万円） 
 

   
移行日 

（2014年４月１日） 
 

前連結会計年度 
（2015年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（2016年３月31日） 

資産            

流動資産            

現金及び現金同等物   30,791   37,785   53,049 

営業債権   33,658   34,110   32,228 

その他の金融資産   9,460   11,332   22,377 

棚卸資産   24,356   28,257   21,938 

その他の流動資産   2,811   3,560   2,520 

小計   101,076   115,045   132,111 

売却目的で保有する資産   －   －   149 

流動資産合計   101,076   115,045   132,260 

非流動資産            

有形固定資産   57,026   63,830   49,326 

無形資産   2,055   3,131   1,727 

投資不動産   1,230   132   － 

持分法で会計処理されている投資   633   454   28,646 

その他の金融資産   15,880   17,570   20,015 

繰延税金資産   507   585   408 

その他の非流動資産   820   823   1,337 

非流動資産合計   78,151   86,526   101,458 

資産合計   179,228   201,571   233,719 
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（単位：百万円）

 

   
移行日 

（2014年４月１日） 
 

前連結会計年度 
（2015年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（2016年３月31日） 

負債及び資本            

負債            

流動負債            

営業債務   22,999   23,322   20,727 

借入金   5,288   5,982   7,736 

その他の金融負債   4,686   5,156   6,482 

未払法人所得税   1,130   880   12,878 

引当金   1,701   668   640 

その他の流動負債   5,628   5,987   4,456 

流動負債合計   41,432   41,994   52,919 

非流動負債            

借入金   946   1,231   1,371 

その他の金融負債   51   31   22 

退職給付に係る負債   3,326   3,093   2,321 

引当金   46   46   1,082 

繰延税金負債   3,140   4,794   2,657 

その他の非流動負債   547   615   537 

非流動負債合計   8,057   9,810   7,990 

負債合計   49,489   51,804   60,909 

資本            

資本金   3,694   3,694   3,694 

資本剰余金   3,451   3,476   3,908 

自己株式   △786   △693   △526 

利益剰余金   93,304   101,957   132,785 

その他の資本の構成要素   8,270   15,438   10,764 

親会社の所有者に帰属する持分合計 107,932   123,871   150,624 

非支配持分   21,807   25,896   22,186 

資本合計   129,739   149,767   172,810 

負債及び資本合計   179,228   201,571   233,719 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

（単位：百万円） 
 

   
前連結会計年度 

（自 2014年４月１日 
至 2015年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（自 2015年４月１日 
至 2016年３月31日） 

売上高   162,784   167,709 

売上原価   △142,630   △147,875 

売上総利益   20,154   19,834 

販売費及び一般管理費   △8,153   △9,117 

その他の収益   678   1,706 

その他の費用   △590   △4,933 

営業利益   12,090   7,490 

金融収益   2,047   1,225 

金融費用   △77   △1,131 

持分法による投資損益   △204   △179 

税引前利益   13,856   7,406 

法人所得税費用   △3,209   △1,719 

継続事業からの当期利益   10,648   5,687 

非継続事業からの当期利益   4,629   32,291 

当期利益   15,276   37,978 

         

当期利益の帰属        

親会社の所有者        

継続事業からの当期利益   6,601   1,655 

非継続事業からの当期利益   4,316   32,000 

親会社所有者に帰属する当期利益   10,917   33,654 

非支配持分   4,359   4,324 

当期利益   15,276   37,978 

         

１株当たり当期利益        

基本的１株当たり当期利益（円）        

継続事業   101.69   25.47 

非継続事業   66.49   492.47 

合計   168.19   517.93 
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連結包括利益計算書

（単位：百万円） 
 

   
前連結会計年度 

（自 2014年４月１日 
至 2015年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（自 2015年４月１日 
至 2016年３月31日） 

当期利益   15,276   37,978 

         

その他の包括利益        

純損益に振り替えられることのない項目        

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産 
  1,665   △2,102 

確定給付制度の再測定   261   △390 

純損益に振り替えられることのない項目

合計 
  1,926   △2,492 

         

純損益に振り替えられる可能性のある項目        

在外営業活動体の換算差額   7,503   △5,019 

持分法適用会社のその他の包括利益に対

する持分 
  27   39 

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計 
  7,530   △4,981 

税引後その他の包括利益   9,455   △7,473 

当期包括利益   24,731   30,506 

         

当期包括利益の帰属        

親会社の所有者   18,417   28,752 

非支配持分   6,315   1,753 

当期包括利益   24,731   30,506 
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（３）連結持分変動計算書

前連結会計年度（自 2014年４月１日 至 2015年３月31日） 

（単位：百万円） 
 

   

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配 
持分 

資本合計 
資本金 

資本 
剰余金 

自己株式 
利益 

剰余金 

その他の 
資本の 
構成要素 

合計 

2014年４月１日時点の残高 3,694 3,451 △786 93,304 8,270 107,932 21,807 129,739 

当期包括利益                  

当期利益   － － － 10,917 － 10,917 4,359 15,276 

その他の包括利益   － － － － 7,500 7,500 1,955 9,455 

当期包括利益合計   － － － 10,917 7,500 18,417 6,315 24,731 

所有者との取引額等                  

自己株式の増減   － 25 93 － － 118 － 118 

配当金   － － － △2,596 － △2,596 △2,225 △4,821 

その他の増減   － － － － － － － － 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 － － － 332 △332 － － － 

所有者との取引額等合計 － 25 93 △2,264 △332 △2,478 △2,225 △4,703 

2015年３月31日時点の残高 3,694 3,476 △693 101,957 15,438 123,871 25,896 149,767 

 

当連結会計年度（自 2015年４月１日 至 2016年３月31日） 

（単位：百万円） 
 

   

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配 
持分 

資本合計 
資本金 

資本 
剰余金 

自己株式 
利益 

剰余金 

その他の 
資本の 
構成要素 

合計 

2015年４月１日時点の残高 3,694 3,476 △693 101,957 15,438 123,871 25,896 149,767 

当期包括利益                  

当期利益   － － － 33,654 － 33,654 4,324 37,978 

その他の包括利益   － － － － △4,902 △4,902 △2,571 △7,473 

当期包括利益合計   － － － 33,654 △4,902 28,752 1,753 30,506 

所有者との取引額等                  

自己株式の増減   － 25 167 － － 192 － 192 

配当金   － － － △2,598 － △2,598 △1,794 △4,392 

その他の増減   － 407 － － － 407 △3,670 △3,264 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 － － － △228 228 － － － 

所有者との取引額等合計 － 432 167 △2,827 228 △2,000 △5,464 △7,463 

2016年３月31日時点の残高 3,694 3,908 △526 132,785 10,764 150,624 22,186 172,810 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円） 
 

   
前連結会計年度 

（自 2014年４月１日 
至 2015年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（自 2015年４月１日 
至 2016年３月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前利益   13,856   7,406 

非継続事業からの税引前利益   6,790   46,777 

減価償却費及び償却費   9,784   9,675 

減損損失   110   1,813 

事業分離における移転利益   －   △39,355 

金融収益及び金融費用（△は益）   △1,303   △482 

持分法による投資損益（△は益）   204   179 

引当金及び退職給付に係る負債の増減   △1,274   1,044 

棚卸資産の増減（△は増加）   △1,639   53 

営業債務の増減（△は減少）   △2,134   △1,448 

その他   2,359   3,261 

小計   26,753   28,922 

利息及び配当金受取額   1,361   1,226 

利息の支払額   △77   △101 

法人所得税の支払額   △4,708   △4,206 

営業活動によるキャッシュ・フロー   23,329   25,842 

投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の純増減額（△は増加）   △1,169   △3,692 

有価証券の純増減額（△は増加）   0   △9,000 

有形固定資産の取得による支出   △11,660   △13,409 

無形資産の取得による支出   △1,509   △1,699 

投資有価証券の取得による支出   △71   △32 

投資有価証券の売却による収入   －   100 

貸付による支出   △193   △1,604 

事業分離による収入   －   35,030 

連結範囲の変更を伴う子会社株式取得に 

よる収入 
  －   231 

持分法で会計処理されている投資の取得に

よる支出 
  －   △9,025 

持分法で会計処理されている投資の売却に

よる収入 
  －   93 

その他   1,522   149 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △13,079   △2,857 

財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純増減額（△は減少）   △687   2,101 

配当金の支払額   △2,596   △2,598 

非支配株主への配当金の支払額   △2,225   △1,794 

非支配持分の取得による支出   －   △2,986 

その他   1,024   374 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △4,484   △4,902 

現金及び現金同等物に係る換算差額   1,229   △2,819 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   6,995   15,263 

現金及び現金同等物の期首残高   30,791   37,785 

現金及び現金同等物の期末残高   37,785   53,049 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（連結財務諸表注記） 

１．報告企業 

日信工業株式会社（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社です。 

当社及び子会社（以下、「当社グループ」という。）の連結財務諸表は、2016年３月31日を

期末日として、当社グループ及びその関連会社に対する持分により構成されています。 

当社グループの主な事業内容は、四輪車及び二輪車向けブレーキ装置並びにアルミ製品等の

開発、製造、販売です。 

 

２．作成の基礎 

(1）初度適用に関する事項 

 当社グループは、当連結会計年度（自 2015年４月１日 至 2016年３月31日）からIFRS

を初めて適用しており、IFRSへの移行日は2014年４月１日です。 

 IFRSへの移行日及び比較年度において、IFRSへの移行が当社グループの財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響は、注記「８．初度適用」に記載していま

す。 

 

(2）測定の基礎 

 当社グループの連結財務諸表は、公正価値で測定する特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しています。 

 

(3）機能通貨及び表示通貨 

 当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百

万円未満を四捨五入して表示しています。 

 

(4）新基準の早期適用 

 当社グループはIFRS第９号「金融商品」（2014年７月最終版、以下、「IFRS第９号」とい

う。）を早期適用しています。 

 

３．重要な会計方針 

適用する重要な会計方針は、連結財務諸表（IFRSへの移行日の連結財政状態計算書を含む）

に記載されているすべての期間に適用しています。 

(1）連結の基礎 

① 子会社 

 子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。当社グループが投資先

への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有し、かつ、投資

先に対するパワーにより当該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合に、当社グルー

プは当該投資先を支配していると判断しています。 

 子会社の財務諸表は、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失する日まで、連結

の対象に含めています。 

 子会社が、類似の状況での同様の取引及び事象について連結財務諸表で採用した以外の会

計方針を使用している場合には、連結財務諸表の作成の際に、必要に応じて当該子会社の財

務諸表に適切な修正を行っています。当社グループ間の取引に関するグループ内の資産及び

負債、資本、収益、費用並びにキャッシュ・フローは、全額相殺しています。また、棚卸資

産や固定資産など資産として認識するグループ内取引から生じる損益も、全額消去していま

す。 

 連結子会社の非支配持分は、当社グループの持分とは区別して識別しています。子会社の

包括利益については、非支配持分が負の残高となる場合であっても、親会社の所有者と非支

配持分に帰属させることとしています。 
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② 関連会社 

 関連会社とは、当社グループが重要な影響力を有している企業をいいます。当社グループ

が投資先の財務及び営業の方針決定に参加するパワーを有するものの、当該方針に対する支

配又は共同支配を有していない場合に、当社グループは当該投資先に対する重要な影響力を

有しているものと判断しています。 

 関連会社への投資は、当初認識時には取得原価で認識し、当社グループが重要な影響力を

有することとなった日から重要な影響力を喪失する日まで、持分法によって会計処理してい

ます。 

 関連会社が、類似の状況での同様の取引及び事象について連結財務諸表で採用した以外の

会計方針を使用している場合には、持分法を適用する際に、必要に応じて当該関連会社の財

務諸表に適切な修正を行っています。 

 

(2）事業セグメント 

 事業セグメントは、収益を稼得し費用が発生する源泉となり得る事業活動を行っている構

成単位です。すべての事業セグメントは、個別にその財務情報が入手可能なものであり、か

つ各セグメントに配分すべき資源に関する意思決定を行い、またその業績を評価するため

に、その経営成績を当社の取締役会が定期的に検討しています。 

 

(3）企業結合 

 企業結合は取得法を用いて会計処理しています。 

 当社グループは、IFRS第３号「企業結合」（以下、「IFRS第３号」という。）で規定され

ている例外を除き、取得日時点において、取得した識別可能な資産、引き受けた負債及び被

取得企業のすべての非支配持分を認識し、取得した識別可能な資産及び引き受けた負債を、

取得日における公正価値で測定します。 

 企業結合で移転された対価は、当社グループが移転した資産、当社グループに発生した被

取得企業の旧所有者に対する負債及び当社グループが発行した資本持分の取得日公正価値の

合計額として計算されます。移転された対価、被取得企業のすべての非支配持分の金額及び

段階的に達成される企業結合の場合には、当社グループが以前に保有していた被取得企業の

資本持分の取得日公正価値の総計が、取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日

における正味の金額を上回る場合は、取得日時点ののれんを認識します。反対に下回る場合

には、当該利得は、取得日において当社グループの純損益として計上しています。 

 企業結合を達成するために発生する仲介者手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費

用等の取得関連コストは、当該コストが発生してサービスが提供された期間に費用処理され

ます。 

 非支配持分の追加取得については、資本取引として会計処理しているため、当該取引から

のれんは認識していません。 

 

(4）外貨換算 

① 外貨建取引 

 当社グループの各社は、営業活動を行う主たる経済環境の通貨として、それぞれ機能通貨

を定めています。 

 外貨建取引は、機能通貨での当初認識時に、機能通貨と外国通貨との間の取引日現在の直

物為替レートを用いて換算しています。 

 各報告期間の末日において、外貨建貨幣性項目は決算日レート、外国通貨において取得原

価で測定している非貨幣性項目は取引日の為替レート、外国通貨において公正価値で測定し

ている非貨幣性項目は当該公正価値が測定された日の為替レートを用いて換算しています。 

 換算又は決済により生じる換算差額は、発生した期間の純損益として認識しています。た

だし、その他の包括利益を通じて測定する資本性金融資産及びキャッシュ・フロー・ヘッジ

から生じる換算差額については、その他の包括利益として認識しています。 

 

② 在外営業活動体の財務諸表 

 在外営業活動体の資産及び負債については期末日現在の決算日レート、収益及び費用につ

いては著しい変動のない限り期中平均レートを用いて日本円に換算しています。在外営業活
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動体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しています。在

外営業活動体の処分時には、その他の包括利益に認識し資本の独立の区分に累積していた当

該在外営業活動体に係る換算差額の累計額を、処分による利得又は損失を認識する時に資本

から純損益に振り替えます。 

 なお、当社グループは、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」（以下、「IFRS第１

号」という。）の免除規定を採用しており、移行日時点の在外営業活動体の累積換算差額を

ゼロとみなし、すべて利益剰余金に振り替えています。 

 

(5）現金及び現金同等物 

 現金及び現金同等物は、手許現金、要求払預金及び容易に一定の金額に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資から構成されています。 

 

(6）棚卸資産 

 棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額とのいずれか低い額で測定しています。正味実

現可能価額は、通常の事業の過程における見積売価から、完成までに要する原価の見積額及

び販売に要するコストの見積額を控除した額です。取得原価は、主として総平均法に基づい

て算定されており、購入原価、加工費及び現在の場所と状態に至るまでに発生したその他の

コストのすべてを含んでいます。 

 

(7）売却目的で保有する資産 

 継続的使用ではなく主に売却取引により回収される非流動資産又は処分グループで、現状の

ままで直ちに売却が可能であり、その売却の可能性が非常に高い場合は売却目的保有に分類

し、連結財政状態計算書上、他の資産又は負債と区分して表示しています。 

 売却目的保有に分類された非流動資産又は処分グループは、減価償却又は償却は行わず、帳

簿価額と売却コスト控除後の公正価値のいずれか低い金額で測定しています。 

 

(8）有形固定資産 

 有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減

損損失累計額を控除した額で測定しています。 

 取得原価には、当該資産を意図した方法で稼働可能にするために必要な場所及び状態に置

くことに直接起因するコスト、解体及び除去並びに原状回復のコストの当初見積額及び適格

資産の取得、建設又は生産に直接起因する借入コストが含まれています。 

 減価償却費は、土地等の償却しない資産を除き、有形固定資産の各構成要素の耐用年数に

わたり、定額法で計上しています。主要な有形固定資産の種類ごとの耐用年数は以下のとお

りです。 

・建物及び構築物    ５～40年 

・機械装置及び運搬具  ３～11年 

・工具器具及び備品   ２～６年 

 なお、耐用年数、残存価額及び減価償却方法は各連結会計年度末に再検討を行います。変

更が必要な場合、当該変更は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用します。 

 

(9）のれん 

 当初認識時におけるのれんの測定は「(3)企業結合」に記載しています。当初認識後は、取

得原価から減損損失累計額を控除した額で測定しています。 

 

(10）無形資産 

① 研究開発費 

 研究に関する支出は、発生時に費用として認識しています。 

 開発から生じた無形資産は、次のすべてを立証できる場合に認識しています。 

・使用又は売却に利用できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性 

・無形資産を完成させて、使用するか又は売却するという意図 

・無形資産を使用又は売却できる能力 
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・無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益をどのように創出するのか 

・開発を完成させて、無形資産を使用するか又は売却するために必要となる、適切な技術

上、財務上及びその他の資源の利用可能性 

・開発期間中の無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力 

 償却費は、開発テーマごとの耐用年数（主に２～５年）にわたり定額法で計上していま

す。 

 なお、耐用年数及び償却方法は各連結会計年度末に再検討を行います。変更が必要な場

合、当該変更は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用します。 

 

② その他の無形資産 

 その他の無形資産は主にソフトウエアであり、当初認識時に取得原価で測定しています。 

 当初認識後、それぞれの耐用年数（主に５年）にわたって定額法で償却し、取得原価から

償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しています。 

 なお、耐用年数及び償却方法は各連結会計年度末に再検討を行います。変更が必要な場

合、当該変更は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用します。 

 

(11）投資不動産 

 投資不動産としては、賃貸収益を目的として保有する建物、土地及び将来の用途が現時点

では未定のまま保有している土地があります。 

 当社グループは、投資不動産の当初認識後の測定について原価モデルを採用しています。 

 投資不動産は、それぞれの耐用年数にわたって定額法で償却し、取得原価から減価償却累

計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しています。 

 

(12）リース 

① 貸手側 

 資産の所有に伴うリスクと経済価値を実質的にほとんどすべて借手に移転させるリース

は、ファイナンス・リースに分類し、それ以外の場合には、オペレーティング・リースに分

類しています。 

 ファイナンス・リースにより保有する資産は、営業債権及びその他の金融資産として、正

味リース投資未回収額で当初認識しています。当初認識後は、正味リース投資未回収額に対

して一定の期間利益率を反映する方法で認識し、金融収益として計上しています。 

 また、当該ファイナンス・リースが財の販売を主たる目的とし、販売政策上の目的で実行

するものである場合は、リース対象資産の公正価値と最低リース料総額を市場金利で割引い

た現在価値のいずれか低い額を売上高として計上し、当該リース対象資産の購入価額を売上

原価として計上しています。 

 オペレーティング・リースに係る資産は、その性質に応じて連結財政状態計算書に表示し

ており、当該資産の減価償却方法は、所有している類似資産の減価償却方法と首尾一貫する

方法を用いています。リース収益は、リース期間にわたって定額法により認識し、その他の

収益として計上しています。 

 

② 借手側 

 資産の所有に伴うリスクと経済価値が実質的にほとんどすべて当社グループに移転するリ

ースは、ファイナンス・リースに分類し、それ以外の場合には、オペレーティング・リース

に分類しています。 

 ファイナンス・リース取引におけるリース資産は、リース開始日に算定したリース物件の

公正価値と最低支払リース料総額の現在価値のいずれか低い金額で当初認識しています。当

初認識後は、当該資産に適用される会計方針に基づいて、耐用年数とリース期間のいずれか

短い期間にわたって、減価償却を行っています。 

 リース料は、利息法に基づき金融費用と負債残高の返済部分に配分して計上しています。 

 オペレーティング・リースに基づくリース料は、リース期間にわたり定額法によって費用

として認識しています。 
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(13）非金融資産の減損 

 棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産について、各報告期間の末日

現在で、資産が減損している可能性を示す兆候の有無を検討しています。そのような減損の

兆候のいずれかが存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積ります。のれん及び耐用

年数を確定出来ない、または未だ使用可能ではない無形資産については、回収可能価額を毎

年同時期に見積っています。 

 資産又は資金生成単位の回収可能価額は、資産の処分コスト控除後の公正価値と使用価値

のいずれか高い金額とされます。使用価値の算定において、将来キャッシュ・フローの見積

りは、貨幣の時間的価値及び当該資産固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価

値に割り引きます。 

 個別資産の回収可能価額の見積りが可能でない場合は、当該資産を含み、他の資産又は資

産グループからのキャッシュ・インフローからおおむね独立したキャッシュ・インフローを

生成する最小の資産グループである資金生成単位について、回収可能価額を見積ります。の

れんは、企業結合のシナジーから便益を得ることが期待される資金生成単位に配分していま

す。 

 全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを発生させないため、全社資産が減損して

いる可能性を示す兆候がある場合は、全社資産が属する資金生成単位について回収可能価額

を算定します。 

 減損損失は、資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回っている場合に、純

損益として認識します。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分

されたのれんの帳簿価額を減額し、次に、当該資金生成単位内の各資産の帳簿価額に基づい

た比例按分によって当該資産の帳簿価額を減額するように配分します。 

 のれんについて認識した減損損失は戻し入れません。その他の資産について過去に認識し

た減損損失は、各報告期間の末日において、もはや存在しないか又は減少している可能性を

示す兆候の有無を検討しています。回収可能価額の算定に用いた見積りに変更があった場合

は、減損損失を戻し入れます。この場合には、減損損失がなかったとした場合の（償却又は

減価償却控除後の）帳簿価額を超えない金額を上限として、純損益として戻し入れます。 

 

(14）従業員給付 

① 退職後給付 

 当社グループの一部については、従業員の退職給付制度として確定給付制度及び確定拠出

制度を設けています。 

（ⅰ）確定給付制度 

 確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した金額に、資産上限額に制

限することによる影響を調整した確定給付負債の純額を、負債として計上しています。ま

た、勤務費用及び確定給付負債の純額に係る利息純額は純損益として認識し、過去勤務費用

が発生した場合についても、次のいずれか早い方の日に、純損益として認識します。 

・制度改訂又は縮小が発生した時 

・関連するリストラクチャリングのコスト又は解雇給付を当社グループが認識する時 

 確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測単位

積増方式を用いて算定しています。 

 割引率は、給付支払の見積時期を反映した報告期間の末日時点の優良社債の市場利回りを

参照して決定しています。 

 確定給付負債の純額の再測定は、数理計算上の差異、制度資産に係る収益（確定給付負債

の純額に係る利息純額に含まれる金額を除く）及び資産上限額の影響の変動（確定給付負債

の純額に係る利息純額に含まれる金額を除く）から成り、税効果を調整した上でその他の包

括利益として認識しますが、直ちにその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えてい

ます。 

 また、確定給付制度には複数事業主制度が含まれており、確定給付の会計処理を行うため

に十分な情報を入手できないため、確定拠出制度であるかのように掛金を費用として認識し

ています。 

 

（ⅱ）確定拠出制度 
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 確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する勤務を提供したときに、費用とし

て認識しています。 

 

② その他の従業員給付 

 賞与の支払の予想コストは、当社グループが過去の事象の結果、当該支払を行う現在の法

的債務又は推定的債務を有し、当該債務について信頼性ある見積りが可能な場合に、支払う

と見込まれる割り引かない金額を負債として認識しています。 

 累積型有給休暇の形式による従業員給付の予想コストは、その他の長期従業員給付として

退職後給付に準じて測定しています。 

 

(15）引当金 

 引当金は、当社グループが、過去の事象の結果として現在の法的または推定的債務を有し

ており、当該債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高

く、当該債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に認識しています。引当金

は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値と当該負債に固有のリスクについての

現在の市場の評価を反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いて測定しています。

時の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識しています。 

 

① 製品保証引当金 

 製品の無償補修費用の支出に備えるため、得意先との部品取引基本契約書に基づく特別の

無償補修費用を個別に見積り算出した額を計上しています。 

 

② 資産除去債務 

 有形固定資産の解体、撤去及び原状回復を行う義務について負債を認識するとともに、当

該有形固定資産の取得原価の一部として認識しています。 

 

③ 環境対策引当金 

 土壌汚染対策などの環境対策に係る費用に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を

計上しています。 

 

(16）自己株式 

 自己株式は取得原価で評価され、資本から控除しています。当社の自己株式の購入、売却

又は消却において利得又は損失は認識していません。なお、帳簿価額と売却時の対価との差

額は、資本剰余金として認識します。 

 

(17）金融商品 

① デリバティブを除く金融資産 

（ⅰ）当初認識及び測定 

 当社グループが当該金融商品の契約条項の当事者になった時点で金融資産を認識しま

す。 

 当社グループは、金融資産について、純損益又はその他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産、償却原価で測定する金融資産に分類しています。この分類は、当

初認識時に決定しています。 

 すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される場合

を除き、公正価値に金融資産の取得に直接起因する取引コストを加算した金額で測定し

ています。 

 金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分

類しています。 

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業

モデルに基づいて、資産を保有している場合 

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッ

シュ・フローが特定の日に生じる場合 
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 償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類

しています。 

 公正価値で測定する金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定しなければ

ならない売買目的で保有される資本性金融商品に対する投資を除き、個々の資本性金融

商品に対する投資ごとに、純損益を通じて公正価値で測定するか、その他の包括利益を

通じて公正価値で測定するかを指定し、当該指定を継続的に適用しています。 

（ⅱ）事後測定 

 金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。 

 償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価で測定していま

す。 

 公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しています。た

だし、資本性金融商品に対する投資のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定

すると指定したものについては、公正価値の変動額はその他の包括利益として認識して

います。なお、当該その他の包括利益に表示された金額が事後的に純損益に振り替えら

れることはありませんが、当該投資からの配当については、明らかに投資原価の一部回

収である場合を除き、純損益に認識しています。 

 

（ⅲ）金融資産の減損 

 償却原価で測定する金融資産等に係る減損については、当該金融資産に係る予想信用

損失に対して貸倒引当金を認識することとしています。 

 当社グループは、各報告日において、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著

しく増大したかどうかを評価しています。 

 ある金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当

該金融商品に係る貸倒引当金を12か月の予想信用損失に等しい金額で測定します。一方

で、ある金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当

該金融商品に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定します。 

 ただし、営業債権等やリース債権については常に貸倒引当金を全期間の予想信用損失

に等しい金額で測定します。 

 金融商品の予想信用損失は、次のものを反映する方法で見積ります。 

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額 

・貨幣の時間価値 

・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大

なコストや労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報 

 当該測定に係る金額は、純損益で認識します。 

 

（ⅳ）金融資産の認識の中止 

 当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅し

た場合、又は金融資産を譲渡し、その譲渡が当該金融資産の所有に係るリスクと経済価

値のほとんどすべてを移転している場合には金融資産の認識を中止します。また、当社

グループが、譲渡資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転したわけ

でも、ほとんどすべてを保持しているわけでもなく、当該資産に対する支配を保持して

いる場合には、継続的関与の範囲において当該譲渡資産と関連する負債を認識します。 

 金融資産の通常の方法による売却は、取引日会計により、認識の中止を行います。 

 なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定した資本性金融商品に対

する投資の認識を中止した場合は、当該投資に係るその他の資本の構成要素の残高を直

接利益剰余金に振り替えています。 

 

② デリバティブを除く金融負債 

（ⅰ）当初認識及び測定 

 当社グループが当該金融商品の契約条項の当事者になった時点で金融負債を認識しま

す。 
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 当社グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債と

償却原価で測定する金融負債のいずれかに分類しています。この分類は、当初認識時に

決定しています。 

 すべての金融負債は公正価値で当初測定していますが、償却原価で測定する金融負債

については、金融負債の発行に直接起因する取引コストを控除した金額で測定していま

す。 

 

（ⅱ）事後測定 

 金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。 

 損益を通じて公正価値で測定する金融負債については、当初認識時に損益を通じて公

正価値で測定すると指定した金融負債であり、当初認識後は公正価値で測定し、その変

動については純損益として認識しています。 

 償却原価で測定する金融負債については、実効金利法による償却原価で測定していま

す。 

 

（ⅲ）金融負債の認識の中止 

 当社グループは、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免

責、取消し、又は失効となった時に、金融負債の認識を中止します。 

 

③ デリバティブ 

 為替変動リスクをヘッジするため、為替予約を利用していますが、ヘッジ会計の適用要件

を満たしていないためヘッジ会計を適用していません。これらデリバティブは、当該デリバ

ティブの契約条項の当事者になった時点の公正価値で当初認識し、当初認識後は公正価値で

事後測定しています。デリバティブの公正価値の変動額はすべて純損益として認識していま

す。 

 

④ 金融資産及び金融負債の表示 

 当社グループは、認識している金額を相殺する法的に強制可能な権利を現在有しており、

かつ純額で決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合

に、当該金融資産と金融負債とを相殺し、純額で表示しています。 

 

(18）収益 

 収益は、物品の販売から受領した又は受領可能な対価の公正価値（値引き及び割戻しの額

を考慮後）により測定しています。 

 

① 物品の販売 

 物品の販売からの収益は、次の条件すべてが満たされたときに認識しています。 

・物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値を買い手に移転したこと 

・販売された物品に対して、所有と通常結び付けられる程度の継続的な管理上の関与も実質

的な支配も保持していないこと 

・収益の額を、信頼性をもって測定できること 

・その取引に関連する経済的便益が流入する可能性が高いこと 

・その取引に関連して発生した又は発生する原価を、信頼性をもって測定できること 

 収益は通常は、買い手が引渡しを受け、検収が完了した時に認識しています。 

 

② 利息 

 利息は、実効金利法により認識しています。 

 

③ 配当 

 配当は、支払を受ける株主の権利が確定したときに認識しています。 

 

(19）法人所得税 
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 法人所得税費用は、当期税金と繰延税金から構成されています。これらは、その他の包括

利益又は資本に直接認識する取引又は事象及び企業結合から生じる場合を除き、純損益とし

て認識しています。 

 当期及び過去の期間の当期税金負債及び資産は、税務当局に納付又は税務当局から還付さ

れると予想される金額で測定しています。税額の算定にあたっては、報告期間の末日におい

て制定又は実質的に制定されている税率及び税法を使用しています。 

 繰延税金資産及び負債は、報告期間の末日における法定税率又は実質的税率及び税法に基

づいて、資産が実現する期又は負債が決済される期に適用されると予想される税率で測定し

ています。 

 また、繰延税金資産及び負債は、資産又は負債の財政状態計算書上の帳簿価額と税務基準

額との差額である一時差異、税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除に対して認識していま

す。 

 繰延税金資産は、企業結合でなく、かつ取引時に会計上の利益にも課税所得にも影響しな

い取引における資産又は負債の当初認識から生じる場合を除き、将来減算一時差異等を利用

できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で、当該将来減算一時差異等について認識して

います。 

 未認識の繰延税金資産は各報告期間の末日現在で再評価し、繰延税金資産の便益を実現さ

せるだけの十分な課税所得を稼得する可能性が高くなった範囲で認識します。 

 繰延税金負債は、以下を除く将来加算一時差異に対して認識しています。 

・のれんの当初認識 

・企業結合ではなく、かつ取引時に会計上の利益にも課税所得にも影響を与えない取引にお

ける資産又は負債の当初認識から生じる場合 

・子会社及び関連会社に対する投資に関連して生じる将来加算一時差異について、当社が一

時差異を解消する時期をコントロールすることができ、かつ予測可能な期間内に当該一時差

異が解消しない可能性が高い場合 

 子会社及び関連会社に対する投資に関連する将来減算一時差異については、一時差異が予

測し得る期間内に解消し、かつ当該一時差異を使用できる課税所得が生じる可能性が高い範

囲内で、繰延税金資産を認識します。 

 繰延税金資産と繰延税金負債は、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法的強制力のあ

る権利を有し、かつ同一の税務当局によって同一の納税主体に課している場合に相殺してい

ます。 

 連結累計期間の法人所得税費用は、事業年度全体についての予想加重平均税率に基づいて

算定しています。 

 

(20）非継続事業 

 すでに処分されたか又は売却目的保有に分類された企業の構成単位で、次のいずれかに該当

するものは非継続事業として認識しています。 

・独立の主要な事業分野又は営業地域を表す。 

・独立の主要な事業分野又は営業地域を処分する統一された計画の一部である。 

・転売のみを目的に取得した子会社である。 

 非継続事業の税引後損益及び非継続事業を構成する処分グループを処分したことにより認識

した税引後の利得は、連結損益計算書において、継続事業とは区分して非継続事業からの当期

利益として表示し、過去の期間に係る開示もこれに従って再表示しています。 

 

(21）１株当たり当期利益 

 基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期利益を、当該連結会計年

度中の発行済普通株式の加重平均株式数で除して計算しています。 
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４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断 

 IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負

債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが要求され

ています。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び最新の入手可能な信頼のおける情報を

収集し、合理的であると考えられる様々な要因を勘案した経営者の最善の判断に基づいていま

す。しかし、その性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可能

性があります。 

 見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更の影響は、

当該変更の期間及び将来の期間において認識します。 

 経営者が行った連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは以下のとおりで

す。 

 

(1）非金融資産の減損 

 使用価値の算定に用いられる将来キャッシュ・フローの見積りは、経営者が承認した直近

の財務予算・予測を基礎とし、直近の予算・予測の期間を超えたキャッシュ・フロー予測

は、後続の年度に対し一定の又は逓減する成長率を使用した予算・予測に基づくキャッシ

ュ・フローを推測して延長することにより見積りますが、事業環境の変化等により当該将来

キャッシュ・フローが変動する可能性があります。 

 

(2）繰延税金資産の回収可能性 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来期間の課税所得の見積りは、経営者が

承認した直近の財務予算・予測を基礎としていますが、事業環境の変化等により当該将来期

間の課税所得が変動する可能性があります。 

 

(3）製品保証引当金及び環境対策引当金の測定 

 製品保証引当金及び環境対策引当金の測定に用いられる基礎数値は、類似の事象や直近の

実績等に入手可能な将来予測を加味して最善の見積りを行っていますが、実績等によって変

動する可能性があります。 

 

(4）確定給付制度債務の測定 

 確定給付制度債務の測定には、割引率、退職率、死亡率等を用いていますが、経済環境の

変化等によりこれらの値が変動する可能性があります。 

 

(5）金融商品の公正価値 

 当社グループは、特定の金融商品の公正価値を評価する際に、市場で観察可能ではないイ

ンプットを利用する評価技法を用いています。観察可能ではないインプットは、将来の不確

実な経済条件の変動の結果によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場

合、金融商品の公正価値に重要な影響を与える可能性があります。 
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（セグメント情報等） 

1.報告セグメントの概要 

 当社グループは、グループ全体として主にブレーキシステム等自動車部品の製造・販売を

しています。 

 当社及び各子会社はそれぞれ独立した経営単位ですが、地域別に包括的な戦略を立案し、

事業活動を展開しています。 

 したがって、当社グループは、地域別の事業セグメントである、「日本」、「北米」、

「アジア」及び「南米・欧州」の４つを報告セグメントとしています。なお、当該報告セグ

メントの決定に当たって、事業セグメントの集約は行っていません。 

 セグメント利益は、営業利益ベースの数値です。また、セグメント間の内部売上高は、市

場実勢価格に基づいています。 

 

2.セグメント収益及び業績 

 当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりです。 

前連結会計年度（自 2014年４月１日 至 2015年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
調整額 
（注） 

連結 
  日本 北米 アジア 

南米・ 
欧州 

売上高              

外部顧客への売上高 24,837 36,366 86,389 15,192 162,784 － 162,784 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
24,056 372 5,044 25 29,497 △29,497 － 

合計 48,893 36,738 91,433 15,217 192,281 △29,497 162,784 

セグメント利益又は 

損失（△） 
1,726 △628 10,850 81 12,029 61 12,090 

金融収益             2,047 

金融費用             △77 

持分法による投資損益             △204 

税引前利益             13,856 

（注）調整額は、セグメント間取引消去によるものです。 

 

当連結会計年度（自 2015年４月１日 至 2016年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
調整額 
（注） 

連結 
  日本 北米 アジア 

南米・ 
欧州 

売上高              

外部顧客への売上高 24,684 43,841 86,452 12,732 167,709 － 167,709 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
22,664 1,064 6,106 17 29,852 △29,852 － 

合計 47,349 44,905 92,558 12,748 197,560 △29,852 167,709 

セグメント利益又は 

損失（△） 
△759 △1,933 10,214 △376 7,146 344 7,490 

金融収益             1,225 

金融費用             △1,131 

持分法による投資損益             △179 

税引前利益             7,406 

（注）調整額は、セグメント間取引消去によるものです。 
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（１株当たり情報） 

 
前連結会計年度 

（自 2014年４月１日 
至 2015年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2015年４月１日 
至 2016年３月31日） 

親会社の所有者に帰属する当期利益（百万円）    

継続事業からの当期利益 6,601 1,655 

非継続事業からの当期利益 4,316 32,000 

合計 10,917 33,654 

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 64,909,091 64,978,539 

基本的１株当たり当期利益（円）    

継続事業 101.69 25.47 

非継続事業 66.49 492.47 

合計 168.19 517.93 

 なお、希薄化後１株当たり利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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（初度適用） 

 当社グループは、当連結会計年度（自 2015年４月１日 至 2016年３月31日）からIFRSを

初めて適用しています。日本基準に準拠して作成された直近の連結財務諸表は2015年３月31日

に終了する連結会計年度に関するものであり、IFRSへの移行日は2014年４月１日です。 

 

(1）遡及適用に対する免除規定 

IFRS第１号の免除規定 

 IFRSでは、IFRSを初めて適用する会社（以下、「初度適用企業」という。）に対して、原

則として、IFRSで要求される基準を遡及して適用することを求めています。ただし、IFRS第

１号では、IFRSで要求される基準の一部について強制的に免除規定を適用しなければならな

いものと任意に免除規定を適用するものを定めています。これらの規定の適用に基づく影響

は、IFRS移行日において利益剰余金、またはその他の資本の構成要素で調整しています。当

社グループが日本基準からIFRSへ移行するにあたり、採用した免除規定は次のとおりです。 

 

・企業結合 

 初度適用企業は、IFRS移行日前に行われた企業結合に対して、IFRS第３号を遡及適用しな

いことを選択することが認められています。当社グループは、当該免除規定を適用し、移行

日前に行われた企業結合に対して、IFRS第３号を遡及適用しないことを選択しています。こ

の結果、移行日前の企業結合から生じたのれんの額については、日本基準に基づく移行日時

点での帳簿価額はありません。 

 

・在外営業活動体の換算差額 

 IFRS第１号では、IFRS移行日現在の在外営業活動体の換算差額の累計額をゼロとみなすこ

とを選択することが認められています。当社グループは、在外営業活動体の換算差額の累計

額を移行日現在でゼロとみなすことを選択しています。 

 

・リース 

 IFRS第１号では、初度適用企業は、契約にリースが含まれているかの評価をIFRS移行日時

点で判断することが認められています。当社グループは、当該免除規定を適用し、移行日時

点で存在する事実と状況に基づいて、契約にリースが含まれているかを判断しています。 

 

・借入コスト 

 IFRS第１号では、適格資産に係る借入コストの資産化の開始日をIFRS移行日とすることが

認められています。当社グループは、当該免除規定を適用し、移行日より前に開始した建設

プロジェクトに対する借入コストについては費用処理を継続しています。 

 

・以前に認識した金融商品の指定 

 IFRS第１号では、IFRS第９号における分類について、当初認識時点で存在する事実及び状

況ではなく、移行日時点の事実及び状況に基づき判断することが認められています。また、

移行日時点に存在する事実及び状況に基づき資本性金融資産の公正価値の変動をその他の包

括利益を通じて測定する金融資産として指定することが認められています。 

 

 当社グループは、IFRS第９号における分類について、移行日時点で存在する事実及び状況

に基づき判断を行っており、一部の資本性金融資産についてその他の包括利益を通じて測定

する金融資産として指定しています。 

 

IFRS第１号の強制的な例外規定 

 IFRS第１号では、「見積り」、「金融資産及び金融負債の認識の中止」、「ヘッジ会

計」、「非支配持分」及び「金融資産の区分及び測定」について、IFRSの遡及適用を禁止し

ています。当社グループはこれらの項目について移行日より将来に向かって適用していま

す。 
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(2）調整表 

 IFRSの初度適用において開示が求められる調整表は以下のとおりです。 

 

移行日（2014年４月１日）の資本に対する調整 

（単位：百万円） 
 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目 

資産の部         資産 

流動資産         流動資産 

現金及び預金 31,129 △339 30,791   現金及び現金同等物 

受取手形及び売掛金 32,322 1,336 33,658   営業債権 

有価証券 6,000 3,460 9,460   その他の金融資産 

棚卸資産 24,117 240 24,356   棚卸資産 

繰延税金資産 1,996 △1,996 － （6）  

その他 4,601 △1,790 2,811   その他の流動資産 

貸倒引当金 △15 15 －    

流動資産合計 100,151 926 101,076   流動資産合計 

固定資産         非流動資産 

有形固定資産 56,620 406 57,026 （6） 有形固定資産 

無形固定資産 1,703 352 2,055 （1） 無形資産

    1,230 1,230 （6） 投資不動産 

投資その他の資産          

投資有価証券 17,100 △17,100 － （6）  

出資金 72 △72 －    

    633 633 （6）
持分法で会計処理されている

投資 

    15,880 15,880 （2） その他の金融資産 

退職給付に係る資産 418 △418 －    

繰延税金資産 231 276 507 （6） 繰延税金資産 

その他 1,245 △425 820   その他の非流動資産 

貸倒引当金 △0 0 －    

固定資産合計 77,389 762 78,151   非流動資産合計 

資産合計 177,540 1,688 179,228   資産合計 
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（単位：百万円）

 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目 

負債の部         負債 

流動負債         流動負債 

支払手形及び買掛金 23,883 △884 22,999   営業債務 

短期借入金 4,826 462 5,288   借入金 

リース債務 25 △25 － （6）  

未払金 4,866 △4,866 － （6）  

    4,686 4,686 （6） その他の金融負債 

未払法人税等 1,354 △224 1,130   未払法人所得税 

役員賞与引当金 66 △66 －    

製品保証引当金 1,627 △1,627 －    

    1,701 1,701   引当金 

その他 3,351 2,277 5,628 （4） その他の流動負債 

流動負債合計 39,997 1,435 41,432   流動負債合計 

固定負債         非流動負債 

リース債務 33 △33 － （6）  

    946 946   借入金 

    51 51 （6） その他の金融負債 

役員退職慰労引当金 142 △142 －    

退職給付に係る負債 800 2,526 3,326 （3） 退職給付に係る負債 

資産除去債務 46 △46 －    

    46 46   引当金 

繰延税金負債 5,560 △2,420 3,140 （6） 繰延税金負債 

その他 1,370 △823 547   その他の非流動負債 

固定負債合計 7,951 105 8,057   非流動負債合計 

負債合計 47,948 1,540 49,489   負債合計 

純資産の部         資本 

資本金 3,694 － 3,694   資本金 

資本剰余金 3,451 － 3,451   資本剰余金 

自己株式 △786 － △786   自己株式 

利益剰余金 98,381 △5,077 93,304 （5） 利益剰余金 

その他の包括利益累計額合計 4,417 3,852 8,270   その他の資本の構成要素 

    △1,225 107,932  
親会社の所有者に帰属する持

分合計 

少数株主持分 20,434 1,373 21,807   非支配持分 

純資産合計 129,591 147 129,739   資本合計 

負債純資産合計 177,540 1,688 179,228   負債及び資本合計 
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資本に対する調整に関する注記 

 子会社及び持分法適用会社の報告期間の期末日について、親会社の報告期間の期末日に統

一していることにより、連結財政状態計算書の表示科目に影響があります。 

 当該影響を除く、主な調整理由は以下のとおりです。 

 

(1）開発費の計上 

 日本基準において費用処理している一部の開発費用について、IFRSではIAS第38号「無形

資産」（以下、「IAS第38号」という。）に規定される要件を満たすことから資産計上して

います。 

 その結果、無形資産の金額が860百万円増加しています。 

 

(2）その他の金融資産の公正価値の調整 

 日本基準において取得原価を基礎として計上している非上場株式について、IFRSではIFRS

第９号に従い、その他の包括利益を通じて公正価値で測定しています。 

 その結果、その他の金融資産（非流動資産）の金額が1,192百万円増加しています。 

 

(3）退職給付の調整 

 確定給付制度債務の測定方法が異なるため、IFRSではIAS第19号「従業員給付」（以下、

「IAS第19号」という。）に従い、確定給付制度債務の測定を行っています。 

 その結果、退職給付に係る負債が2,114百万円増加しています。 

 また、日本基準では数理計算上の差異について、発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法により按分した額を発生の翌年度から費用処理しています

が、IFRSでは数理計算上の差異は発生時にその他の包括利益として認識し、直ちに利益剰余

金に振り替えています。 

 

(4）有給休暇に係る債務の計上 

 日本基準において認識していない有給休暇に係る債務について、IFRSではIAS第19号に従

い累積有給休暇の形式による従業員給付の予想コストを負債として認識しています。 

 その結果、その他の流動負債が1,747百万円増加しています。 

 

(5）為替換算調整勘定の利益剰余金への振替 

 IFRS第１号に規定されている免除規定を採用し、IFRSへの移行日現在の在外営業活動体の

累積換算差額をゼロとみなしています。 

 その結果、為替換算調整額△3,711百万円を利益剰余金へ振り替えています。 

 

(6）表示科目に対する調整 

 主に以下の項目について表示組替を行っています。 

・日本基準において有形固定資産に計上している土地の一部について、IFRSではIAS第40号

「投資不動産」（以下、「IAS第40号」という。）に従い投資不動産に組み替えていま

す。 

・日本基準において投資有価証券に含めている持分法で会計処理されている投資について、

IFRSでは区分掲記を行っています。 

・日本基準において区分掲記されている未払金及びリース債務について、IFRSではその他の

金融負債に含めて表示しています。 

・日本基準において流動資産に計上していた繰延税金資産を非流動資産に組み替えていま

す。日本基準において流動負債に計上していた繰延税金負債を非流動負債に組み替えてい

ます。 
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 前連結会計年度（2015年３月31日）の資本に対する調整並びに前連結会計年度（自 2014

年４月１日 至 2015年３月31日）に係る損益及び包括利益に対する調整は、以下のとおり

です。 

 

前連結会計年度（2015年３月31日）の資本に対する調整 

（単位：百万円） 
 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目 

資産の部         資産 

流動資産         流動資産 

現金及び預金 37,698 87 37,785   現金及び現金同等物 

受取手形及び売掛金 35,631 △1,521 34,110   営業債権 

有価証券 6,213 5,119 11,332   その他の金融資産 

棚卸資産 28,561 △304 28,257   棚卸資産 

繰延税金資産 1,472 △1,472 － （6）  

その他 5,174 △1,614 3,560   その他の流動資産 

貸倒引当金 △6 6 －    

流動資産合計 114,744 301 115,045   流動資産合計 

固定資産         非流動資産 

有形固定資産 64,868 △1,038 63,830 （6） 有形固定資産 

無形固定資産 2,127 1,004 3,131 （1） 無形資産 

    132 132 （6） 投資不動産 

投資その他の資産          

投資有価証券 16,188 △16,188 － （6）  

出資金 97 △97 －    

    454 454 （6）
持分法で会計処理されている

投資

    17,570 17,570 （2） その他の金融資産

繰延税金資産 238 346 585 （6） 繰延税金資産 

その他 909 △85 823   その他の非流動資産 

固定資産合計 84,427 2,099 86,526   非流動資産合計 

資産合計 199,171 2,400 201,571   資産合計 
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（単位：百万円）

 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目 

負債の部         負債

流動負債         流動負債 

支払手形及び買掛金 23,778 △456 23,322   営業債務 

短期借入金 6,215 △233 5,982   借入金 

リース債務 21 △21 － （6）  

未払金 4,610 △4,610 － （6）  

    5,156 5,156 （6） その他の金融負債 

未払法人税等 991 △112 880   未払法人所得税 

役員賞与引当金 90 △90 －    

製品保証引当金 624 △624 －    

    668 668   引当金 

その他 3,830 2,157 5,987 （4） その他の流動負債 

流動負債合計 40,159 1,835 41,994   流動負債合計 

固定負債         非流動負債 

リース債務 12 △12 － （6）  

    1,231 1,231   借入金 

    31 31 （6） その他の金融負債 

役員退職慰労引当金 170 △170 －    

退職給付に係る負債 3,048 45 3,093 （3） 退職給付に係る負債 

資産除去債務 46 △46 －    

    46 46   引当金 

繰延税金負債 5,206 △412 4,794 （6） 繰延税金負債 

その他 1,686 △1,071 615   その他の非流動負債 

固定負債合計 10,169 △358 9,810   非流動負債合計 

負債合計 50,327 1,477 51,804   負債合計 

純資産の部         資本 

資本金 3,694 － 3,694   資本金 

資本剰余金 3,476 － 3,476   資本剰余金 

自己株式 △693 － △693   自己株式 

利益剰余金 104,216 △2,259 101,957 （5） 利益剰余金 

その他の包括利益累計額合計 12,369 3,069 15,438   その他の資本の構成要素

    810 123,871  
親会社の所有者に帰属する持

分合計 

少数株主持分 25,782 114 25,896   非支配持分 

純資産合計 148,844 924 149,767   資本合計 

負債純資産合計 199,171 2,400 201,571   負債及び資本合計 
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資本に対する調整に関する注記 

 子会社及び持分法適用会社の報告期間の期末日について、親会社の報告期間の期末日に統

一していることにより、連結財政状態計算書の表示科目に影響があります。 

 当該影響を除く、主な調整理由は以下のとおりです。 

 

(1）開発費の計上 

 日本基準において費用処理している一部の開発費用について、IFRSではIAS第38号に規定

される要件を満たすことから資産計上しています。 

 その結果、無形資産の金額が1,577百万円増加しています。 

 

(2）その他の金融資産の公正価値の調整 

 日本基準において取得原価を基礎として計上している非上場株式について、IFRSではIFRS

第９号に従い、その他の包括利益を通じて公正価値で測定しています。 

 その結果、その他の金融資産（非流動資産）の金額が1,516百万円増加しています。 

 

(3）退職給付の調整 

 確定給付制度債務の測定方法が異なるため、IFRSではIAS第19号に従い、確定給付制度債

務の測定を行っています。 

 その結果、退職給付に係る負債が111百万円増加しています。 

 また、日本基準では数理計算上の差異について、発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法により按分した額を発生の翌年度から費用処理しています

が、IFRSでは数理計算上の差異は発生時にその他の包括利益として認識し、直ちに利益剰余

金に振り替えています。 

 

(4）有給休暇に係る債務の計上 

 日本基準において認識していない有給休暇に係る債務について、IFRSではIAS第19号に従

い累積有給休暇の形式による従業員給付の予想コストを負債として認識しています。 

 その結果、その他の流動負債が1,709百万円増加しています。 

 

(5）為替換算調整勘定の利益剰余金への振替 

 IFRS第１号に規定されている免除規定を採用し、IFRSへの移行日現在の在外営業活動体の

累積換算差額をゼロとみなしています。 

 その結果、為替換算調整額△3,711百万円を利益剰余金へ振り替えています。 

 

(6）表示科目に対する調整 

 主に以下の項目について表示組替を行っています。 

・日本基準において有形固定資産に計上している土地の一部について、IFRSではIAS第40号

に従い投資不動産に組み替えています。 

・日本基準において投資有価証券に含めている持分法で会計処理されている投資について、

IFRSでは区分掲記を行っています。 

・日本基準において区分掲記されている未払金及びリース債務について、IFRSではその他の

金融負債に含めて表示しています。 

・日本基準において流動資産に計上していた繰延税金資産を非流動資産に組み替えていま

す。日本基準において流動負債に計上していた繰延税金負債を非流動負債に組み替えてい

ます。 
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前連結会計年度（自 2014年４月１日 至 2015年３月31日）に係る損益及び包括利益に対

する調整 

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目 

売上高 227,836 △65,051 162,784 (1),(2) 売上高 

売上原価 △197,334 54,704 △142,630 (1),(2) 売上原価 

売上総利益 30,502 △10,348 20,154   売上総利益 

販売費及び一般管理費 △12,918 4,765 △8,153 (2) 販売費及び一般管理費 

  － 678 678 (2) その他の収益 

  － △590 △590 (2) その他の費用 

営業利益 17,584 △5,494 12,090   営業利益 

営業外収益 3,000 △3,000 － (2)  

営業外費用 △517 517 － (2)  

特別利益 116 △116 － (2)  

特別損失 △189 189 － (2)  

  － 2,047 2,047 (2) 金融収益 

  － △77 △77 (2) 金融費用 

  － △204 △204 (2) 持分法による投資損益 

税金等調整前当期純利益 19,995 △6,139 13,856   税引前利益 

法人税等合計 △5,004 1,796 △3,209 (2) 法人所得税費用 

  14,991 △4,343 10,648   継続事業からの当期利益 

  － 4,629 4,629 (2) 非継続事業からの当期利益 

少数株主損益調整前当期純利益 14,991 285 15,276   当期利益 

          当期利益の帰属 

当期純利益 10,446 471 10,917   親会社の所有者 

少数株主利益 4,545 △186 4,359   非支配持分 

           

その他の包括利益         その他の包括利益 

         
純損益に振り替えられることの

ない項目 

その他有価証券評価差額金 1,354 311 1,665  
その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産 

退職給付に係る調整額 1 260 261   確定給付制度の再測定 

         
純損益に振り替えられる可能性

のある項目 

為替換算調整勘定 9,616 △2,114 7,503   在外営業活動体の換算差額 

繰延ヘッジ損益 △11 11 －    

持分法適用会社に対する持分相当額 21 6 27  
持分法適用会社のその他の包

括利益に対する持分 

その他の包括利益合計 10,980 △1,524 9,455   税引後その他の包括利益 

包括利益 25,971 △1,239 24,731   当期包括利益 

（内訳）         当期包括利益の帰属 

親会社株主に係る包括利益 18,397 20 18,417   親会社の所有者 

少数株主に係る包括利益 7,573 △1,259 6,315   非支配持分 
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損益及び包括利益に対する調整に関する注記 

 子会社及び持分法適用会社の報告期間の期末日について、親会社の報告期間の期末日に統

一していることにより、連結損益計算書及び連結包括利益計算書の表示科目に影響がありま

す。 

 当該影響を除く、主な調整理由は以下のとおりです。 

 

（1）有償支給取引の調整 

 後日、加工を行ったうえで販売することになる得意先から有償で支給を受けた部品等につ

いて、日本基準では売上高と売上原価で総額表示していますが、IFRSではIAS第18号「収

益」に従い、売上高に純額表示しています。 

 その結果、売上高及び売上原価が1,844百万円減少しています。 

 

（2）表示科目に対する調整 

 日本基準では営業外収益、営業外費用、特別利益及び特別損失に表示していた項目を、

IFRSでは財務関係損益については金融収益及び金融費用として計上し、それ以外の項目につ

いては、その他の収益、その他の費用及び持分法による投資損益等に表示しています。 

 また、IFRSではIFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従い非継

続事業の収益、費用及び法人所得税費用を継続事業と区分し、非継続事業からの当期利益と

してまとめて表示しています。 

 

前連結会計年度（自 2014年４月１日 至 2015年３月31日）に係るキャッシュ・フロー計

算書に対する調整 

 日本基準に基づいて開示されている連結キャッシュ・フロー計算書と、IFRSに基づいて開

示されている連結キャッシュ・フロー計算書に重要な差異はありません。 

 

- 32 -

日信工業㈱ (7230) 平成28年3月期 決算短信


	634Q決算短信サマリー
	634Q決算短信本文

